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報道関係者 各位 

企業の労働力需要は全体として緩やかな回復傾向が続く 

～「平成２５年 雇用・賃金調整の動向に関するアンケート調査」の結果について～ 

 

  秋田労働局（局長 坂本忠行）は、企業における雇用・賃金調整の実施状況と今後の動向を把握す

るため、秋田県内の企業４５０社に対してアンケート調査を実施し、３４１社から回答を得ました。

その集計結果は以下のとおりです。 
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平成 25 年 3 月 5 日 
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【集計結果のポイント】 
 

１ 県内企業における雇用人員の過不足は、「過剰」と回答した企業が 11.4％（前年比 1.6 ポイン

ト増）に対し、「不足」と回答した企業が 24.3％（同 2.2 ポイント増）となり、前年より「過剰」、

「不足」とも僅かながら増加した。医療･福祉や運輸業では前年に引き続き不足とする企業の割

合が高い一方で、製造業では過剰とする割合が依然として高く、企業規模や業種により、過不

足に差異がみられた。（別添：図１～３） 
 

２ 平成 24 年中に雇用調整を行った企業は 24.3％で、前年より 1.4 ポイントと僅かながらではあ

るが減少した。平成 25 年もさらに 2.9 ポイント減少する見込みで、緩やかではあるが企業の労

働力需要の回復傾向が続いている。この中で、製造業では 25年も 37.5％が実施を予定しており、

依然として厳しい雇用環境となっている。（別添：図４～６） 
 

３ 平成 24 年中に賃金調整を行った企業は 26.7％で、前年より 1.0 ポイント増加したものの、平

成 25年は 15.5％と 11.2 ポイント減少する見込みで、労働者の賃金切下げの動きは、24 年に足

踏みしていたが再び縮小傾向に転じている。（別添：図７～９） 
 

４ 雇用調整や賃金調整を行った背景については、業種により相違が見られた。特に、製造業で

は、「関連企業再編に伴う受注減少」、「円高等による海外生産シフト」、「海外需要の減速・輸出

減少」、建設業では「公共事業の減少」の影響を受けていると回答する企業が多かった。（別添：

図 10） 
 

５ パート労働者の賃金額を決める際に重視する要素では、「世間や同業者相場」、「本人の成績・

成果」、「本人の資格・技能」や「最低賃金」などを重視する企業も多く、全体の傾向としては

前年調査時とほぼ同様となっている。（別添：図 11） 
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１ 調査の概要 

（１）調査の対象 

   秋田県内の民営企業のうちから、業種別及び企業規模別に抽出した４５０社とした。（約８５％

は、前年調査と同じ企業を対象に実施した。） 

（２）調査の実施時期 

   平成２５年１月下旬。（前年調査と同じ時期に実施） 

（３）調査の方法 

   郵送によるアンケート調査（無記名）。 

（４）回答企業 

    ３４１社（回答率７５.８％）から回答を得た。回答企業の規模、業種は、《表１》を参照。 

（５）雇用調整・賃金調整 

   雇用調整とは、一般に、企業が景気や業務の変動に伴って発生した過剰雇用をさまざまな方法で

調整することをいい、主に雇用人員や労働時間の削減等が行われる。賃金調整とは、人件費削減の

ために行われる賃金・賞与や福利厚生費等の切下げ又は抑制をいう。 

 

２ 集計結果 

（１） 雇用人員の過不足  

ア 平成２５年 1 月時点における雇用人員の過不足については、「過剰である」とした企業の割合

が 11.4％（前年比 1.6 ポイント増）、「過不足はない」が 64.2％（同 3.9 ポイント減）、「不足し

ている」が 24.3％（同 2.2 ポイント増）となり、全体としては、雇用人員の過剰と不足ともが

僅かながら増加しているものの、前年調査まで減少傾向にあった「過剰である」が増加に転じて

いる。                              ・・・・《図１》《表２》 

 

イ 企業の規模別に見ると、前年調査に引続き全ての規模において「不足」が「過剰」を上回った。

特に、規模２００人～２９９人の企業では、「不足」が 41.7％（前年比 7.5 ポイント増）と労働

力の不足感がさらに高くなっている。一方で、全体的には「不足」が増加し「過剰」が減少また

は微増している中にあって、規模 1００人～1９９人の企業では、唯一「不足」が減少（前年比

7.3 ポイント減）し「過剰」が増加（前年比 6.6 ポイント増）している。 ・・・《図２》《表２》 
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〔図１〕 雇用人員の過不足感 (全規模・業種計）
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  ウ 業種別に見ると、「不足」の割合が高い業種は、医療福祉（44.3％、前年比 2.0 ポイント増）、

運輸業（43.8％、同 7.8 ポイント増）などで、依然としてこれらの業種では労働力の不足感が高

くなっている。一方、製造業では、「過剰」が 24.1％（前年比 2.7 ポイント増）と、前年に引き

続き、過剰が解消されておらず、業種によって過不足に差異がみられる。・・・・《図３》《表２》 
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（２）雇用調整の実施状況  

  ア 平成２４年中に何らかの雇用調整を実施した企業は、24.3％で 1.4 ポイント減少した。また、

平成２５年中に何らかの雇用調整を計画している企業は 21.4％で、平成２４年の実施企業割合

と比べ 2.9 ポイント減少しており、企業の労働力需要は緩やかではあるが着実に回復傾向が続い

ているものと見られる。                    ・・・《図４》《表３、４》 

 

 

  イ 業種別にみると、２４年の実施企業割合では、製造業が 50.0％（前年比 2.0 ポイント減）と

前年に引続き過半数となった一方で、建設業（7.4％、同 10.8 ポイント減）や卸小売業（13.2％、

同 5.6 ポイント減）などでは前年より減少しており、製造業で際立って高くなっている。また、

２５年の計画では、ほとんどの業種で２４年実績との増減はあるが大差ないとの見込みである。

しかし、建設業では２４年実績を大幅に上回る見通しをもっている。さらには製造業では 37.5％

が２５年も実施すると回答し、なお厳しい見通しをもっていることが窺える。《図５》《表３、４》 
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〔図７〕 賃金調整の実施状況（全業種合計）

  ウ 雇用調整の内容を見ると、２４年の実施企業では、多い順に、①残業の抑制（9.7％、前年比

1.9 ポイント減）、②一時休業の実施（9.4％、同 1.3 ポイント増）、③採用の中止又は削減（5.6％、

同 4.5 ポイント減）、④派遣･パートの削減（4.7％、同 2.8 ポイント減）と前年と同様にこの４

項目が上位を占めた。前年と比べると、「一時休業の実施」を除きすべてが減少し、特に「採用

の中止又は削減」や「その他」の減少幅が大きくなった。２５年の計画では、残業の抑制など一

部を除き、全体として減少している。              ・・・・《図６》《表３、４》 

 

 

（３）賃金調整の実施状況  

  ア 平成２４年中に何らかの賃金調整を実施した企業は 26.7％で、前年に比べ 1.0 ポイント増加し

たものの、ほぼ同水準であった。平成２５年中に何らかの賃金調整を計画している企業は 15.5％

で、平成２４年の実施企業割合と比べると 11.2 ポイント減少している。・・《図７》《表５、６》 
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 イ 業種別に見ると、平成２４年の実施企業では、製造業が 40.2％（同 3.5 ポイント増）、建設業

が 29.6％（同 2.3 ポイント増）と高く、前年最も高かった運輸業が 25.0％（前年比 15.0 ポイ

ント減）と大幅な減少となっている。平成２５年の計画では、２４年の実施割合に比べ運輸業

など大幅に減少している業種が多く、全ての業種で減少している。・・・・《図８》《表５、６》 

   

  ウ 賃金調整の主な内容は、平成２４年の実施企業では、多い順に、①賞与等の減額（12.9％、前

年比 1.1 ポイント減）、②昇給等の抑制（8.8％、同 1.3 ポイント増）、③役員報酬の減額（7.0％、

同 2.6 ポイント減）と前年と同様にこの３項目が上位を占めた。２５年の計画では、全ての項目

で減少しており、特に賞与の減額の大幅な減少などをはじめとして、賃金切下げの動きには縮小

の傾向が窺える。                      ・・・・《図９》《表５、６》
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（４）雇用・賃金調整を行った背景事情 

    雇用調整又は賃金調整を行った（行う）背景事情を尋ねた（複数回答）ところ、多い順に、①

関連企業再編に伴う受注減少 40 件（今年新設）、②円高等による海外生産シフト 38 件（前年比

1 件減）、③公共事業の減少 34 件（前年比 6 件増）、④国内消費・市場の低迷（震災を含む）33

件（前年比 39 件減）などとなっているが、業種により背景事情に相違が見られた。特に、製造

業では、「関連企業再編に伴う受注減少」、「円高等による海外生産シフト」、「海外需要の減速・

輸出減少」が極めて多く、建設業では「公共事業の減少」が多かった。また、その他の事由とし

て、売上・顧客等の減少（製造業、卸小売業、その他）や介護報酬改定の動向（医療福祉）など

が比較的多くの企業から挙げられている。 

    なお、前年、72 件と突出して多かった「震災の影響を含む国内消費・市場の低迷」は、33 件

と大幅に減少しており、東日本大震災から 2 年近く経過したことから、震災の影響は落ち着いて

きたものと思われる。                    ・・・・・・《図 10》《表７》 
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（５）パート労働者の賃金決定において重視する要素  

    非正規社員（パート労働者、期間契約社員等）の賃金を決定する際に重視する要素を尋ねたと

ころ、多い順に、①世間や同業者の相場（40.8％、前年比 0.9 ポイント減）、②本人の資格や技

能等（33.1％、同 1.3 ポイント増）、③本人の成績や成果（31.7％、同 3.1 ポイント減）、④類似

社員の賃金（29.3％、同 4.4 ポイント増）、⑤最低賃金（28.7％、同 0.2 ポイント増）などとな

っている。前年と比べると、各項目の順位の入替えはあるものの、前年と比べ全ての項目が微小

の増減に留まり、企業が賃金を決定する要素に変化は見られなかった。・・・・・《図 11》《表８》 
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〔表１〕回答企業数（規模･業種別）

% 件 % 件 % 件 % 件 % 件 % 件

100.0 ( 341 ) 17.3 ( 59 ) 26.7 ( 91 ) 23.8 ( 81 ) 10.6 ( 36 ) 21.7 ( 74 )

32.8 ( 112 ) 13.4 ( 15 ) 26.8 ( 30 ) 31.3 ( 35 ) 8.9 ( 10 ) 19.6 ( 22 )

7.9 ( 27 ) 29.6 ( 8 ) 37.0 ( 10 ) 14.8 ( 4 ) 0.0 ( 0 ) 18.5 ( 5 )

11.1 ( 38 ) 21.1 ( 8 ) 18.4 ( 7 ) 18.4 ( 7 ) 10.5 ( 4 ) 31.6 ( 12 )

17.9 ( 61 ) 13.1 ( 8 ) 29.5 ( 18 ) 23.0 ( 14 ) 19.7 ( 12 ) 14.8 ( 9 )

4.7 ( 16 ) 25.0 ( 4 ) 25.0 ( 4 ) 18.8 ( 3 ) 0.0 ( 0 ) 31.3 ( 5 )

25.5 ( 87 ) 18.4 ( 16 ) 25.3 ( 22 ) 20.7 ( 18 ) 11.5 ( 10 ) 24.1 ( 21 )

（参考）前年調査 　

% 件 % 件 % 件 % 件 % 件 % 件

100.0 ( 335 ) 15.8 ( 53 ) 24.2 ( 81 ) 25.4 ( 85 ) 11.3 ( 38 ) 23.3 ( 78 )

29.3 ( 98 ) 14.3 ( 14 ) 22.4 ( 22 ) 31.6 ( 31 ) 10.2 ( 10 ) 21.4 ( 21 )

6.6 ( 22 ) 18.2 ( 4 ) 50.0 ( 11 ) 9.1 ( 2 ) 0.0 ( 0 ) 22.7 ( 5 )

14.3 ( 48 ) 20.8 ( 10 ) 20.8 ( 10 ) 10.4 ( 5 ) 16.7 ( 8 ) 32.5 ( 15 )

21.2 ( 71 ) 15.5 ( 11 ) 21.1 ( 15 ) 36.6 ( 26 ) 15.5 ( 11 ) 12.0 ( 8 )

7.5 ( 25 ) 20.0 ( 5 ) 28.0 ( 7 ) 20.0 ( 5 ) 12.0 ( 3 ) 20.0 ( 5 )

21.2 ( 71 ) 12.7 ( 9 ) 22.5 ( 16 ) 22.5 ( 16 ) 8.5 ( 6 ) 33.8 ( 24 )

〔表２〕雇用人員の過不足感

% % %

( 341 ) 11.4 ( 1.6 ) 64.2 ( ▲ 3.9 ) 24.3 ( 2.2 )

( 59 ) 6.8 ( ▲ 2.6 ) 72.9 ( ▲ 4.5 ) 20.3 ( 7.1 )

( 91 ) 12.1 ( ▲ 0.2 ) 64.8 ( ▲ 3.1 ) 23.1 ( 3.3 )

( 81 ) 14.8 ( 6.6 ) 64.2 ( 0.7 ) 21.0 ( ▲ 7.3 )

( 36 ) 5.6 ( 3.0 ) 52.8 ( ▲ 10.4 ) 41.7 ( 7.5 )

( 74 ) 13.5 ( 0.7 ) 62.2 ( ▲ 7.0 ) 24.3 ( 6.3 )

( 112 ) 24.1 ( 2.7 ) 66.1 ( ▲ 4.3 ) 9.8 ( 1.6 )

( 27 ) 7.4 ( ▲ 1.7 ) 70.4 ( ▲ 11.4 ) 22.2 ( 13.1 )

( 38 ) 7.9 ( ▲ 2.5 ) 73.7 ( ▲ 1.3 ) 18.4 ( 3.8 )

( 61 ) 0.0 ( ▲ 2.8 ) 55.7 ( 0.8 ) 44.3 ( 2.0 )

( 16 ) 0.0 ( ▲ 4.0 ) 56.3 ( ▲ 3.7 ) 43.8 ( 7.8 )

( 87 ) 8.0 ( 5.2 ) 63.2 ( ▲ 8.6 ) 28.7 ( 3.3 )

別表

賃金・雇用管理動向に関するアンケート調査集計表

25年1月調査

回　答

300人～～49人

企　　　業　　　規　　　模

調 査 計

事業所 50～99人 100～199人 200～299人

医 療 福 祉

運 輸

そ の 他

製 造 業

建 設 業

卸 小 売

300人～24年1月調査

回　答

事業所 50～99人 100～199人 200～299人

企　　　業　　　規　　　模

～49人

卸 小 売

医 療 福 祉

運 輸

調 査 計

製 造 業

建 設 業

不足している過剰である

前年比前年比

そ の 他

25年1月調査
回答

事業所

雇用人員の過不足感

前年比

過不足はない

200～299人

300人～

調査計

100～199人

～49人

50～99人

業
種
別

製 造 業

建 設 業

そ の 他

卸 小 売

医 療 福 祉

運 輸
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〔表３〕雇用調整の実施状況（平成２４年）

% % % % % % % % %

24.3 ( ▲ 1.4 ) 75.7 ( 1.4 ) 9.7 ( ▲ 1.9 ) 1.8 ( ▲ 0.6 ) 4.7 ( ▲ 2.8 ) 5.6 ( ▲ 4.5 ) 9.4 ( 1.3 ) 2.3 ( ▲ 0.1 ) 2.6 ( - )

～49人 15.3 ( ▲ 1.7 ) 84.7 ( 1.7 ) 8.5 ( 2.8 ) 1.7 ( ▲ 2.1 ) 1.7 ( ▲ 2.1 ) 5.1 ( 1.3 ) 1.7 ( ▲ 0.2 ) 3.4 ( ▲ 0.4 ) 3.4 ( - )

50～99人 23.1 ( ▲ 6.5 ) 76.9 ( 6.5 ) 4.4 ( ▲ 5.5 ) 2.2 ( ▲ 4.0 ) 5.5 ( 0.6 ) 6.6 ( ▲ 4.5 ) 8.8 ( 0.2 ) 1.1 ( ▲ 1.4 ) 2.2 ( - )

100～199人 34.6 ( 12.2 ) 65.4 ( ▲ 12.2 ) 14.8 ( 3.0 ) 1.2 ( 1.2 ) 1.2 ( ▲ 4.7 ) 6.2 ( 0.3 ) 19.8 ( 9.2 ) 1.2 ( 0.0 ) 4.9 ( - )

200～299人 16.7 ( ▲ 7.0 ) 83.3 ( 7.0 ) 8.3 ( ▲ 7.5 ) 2.8 ( 2.8 ) 2.8 ( ▲ 15.6 ) 2.8 ( ▲ 20.9 ) 5.6 ( ▲ 4.9 ) 2.8 ( 2.8 ) 0.0 ( - )

300人～ 25.7 ( ▲ 6.4 ) 74.3 ( 6.4 ) 12.2 ( ▲ 3.2 ) 1.4 ( 0.1 ) 10.8 ( 1.8 ) 5.4 ( ▲ 6.1 ) 6.8 ( ▲ 0.9 ) 4.1 ( 0.3 ) 1.4 ( - )

製 造 業 50.0 ( ▲ 2.0 ) 50.0 ( 2.0 ) 18.8 ( ▲ 8.8 ) 3.6 ( ▲ 1.5 ) 11.6 ( ▲ 2.7 ) 12.5 ( ▲ 2.8 ) 25.0 ( 0.5 ) 5.4 ( 2.3 ) 5.4 ( - )

建 設 業 7.4 ( ▲ 10.8 ) 92.6 ( 10.8 ) 3.7 ( ▲ 5.4 ) 0.0 ( ▲ 4.5 ) 0.0 ( 0.0 ) 3.7 ( ▲ 5.4 ) 3.7 ( ▲ 0.8 ) 0.0 ( 0.0 ) 0.0 ( - )

卸 小 売 13.2 ( ▲ 5.6 ) 86.8 ( 5.6 ) 7.9 ( 1.6 ) 0.0 ( ▲ 2.1 ) 0.0 ( ▲ 2.1 ) 0.0 ( ▲ 6.3 ) 0.0 ( 0.0 ) 0.0 ( ▲ 4.2 ) 0.0 ( - )

医 療 福 祉 4.9 ( 2.1 ) 95.1 ( ▲ 2.1 ) 0.0 ( ▲ 2.8 ) 1.6 ( 1.6 ) 0.0 ( 0.0 ) 0.0 ( 0.0 ) 0.0 ( 0.0 ) 0.0 ( 0.0 ) 3.3 ( - )

運 輸 25.0 ( 5.0 ) 75.0 ( ▲ 5.0 ) 12.5 ( 4.5 ) 0.0 ( 0.0 ) 6.3 ( 6.3 ) 6.3 ( 6.3 ) 6.3 ( 6.3 ) 0.0 ( ▲ 4.0 ) 0.0 ( - )

そ の 他 14.9 ( ▲ 6.2 ) 85.1 ( 6.2 ) 6.9 ( 2.7 ) 0.0 ( ▲ 2.8 ) 2.3 ( ▲ 4.7 ) 1.1 ( ▲ 7.4 ) 2.3 ( ▲ 0.5 ) 2.3 ( ▲ 0.5 ) 1.1 ( - )

〔表４〕雇用調整の実施状況（平成２５年予定）

% % % % % % % % %

21.4 ( ▲ 2.9 ) 78.6 ( 2.9 ) 10.3 ( 0.6 ) 1.5 ( ▲ 0.3 ) 2.3 ( ▲ 2.4 ) 5.0 ( ▲ 0.6 ) 5.9 ( ▲ 3.5 ) 1.8 ( ▲ 0.5 ) 2.9 ( 0.3 )

～49人 10.2 ( ▲ 5.1 ) 89.8 ( 5.1 ) 6.8 ( ▲ 1.7 ) 3.4 ( 1.7 ) 0.0 ( ▲ 1.7 ) 1.7 ( ▲ 3.4 ) 0.0 ( ▲ 1.7 ) 0.0 ( ▲ 3.4 ) 1.7 ( ▲ 1.7 )

50～99人 25.3 ( 2.2 ) 74.7 ( ▲ 2.2 ) 7.7 ( 3.3 ) 2.2 ( 0.0 ) 2.2 ( ▲ 3.3 ) 5.5 ( ▲ 1.1 ) 6.6 ( ▲ 2.2 ) 1.1 ( 0.0 ) 4.4 ( 2.2 )

100～199人 27.2 ( ▲ 7.4 ) 72.8 ( 7.4 ) 13.6 ( ▲ 1.2 ) 1.2 ( 0.0 ) 1.2 ( 0.0 ) 4.9 ( ▲ 1.3 ) 7.4 ( ▲ 12.4 ) 2.5 ( 1.3 ) 3.7 ( ▲ 1.2 )

200～299人 19.4 ( 2.7 ) 80.6 ( ▲ 2.7 ) 11.1 ( 2.8 ) 0.0 ( ▲ 2.8 ) 2.8 ( 0.0 ) 2.8 ( 0.0 ) 8.3 ( 2.7 ) 0.0 ( ▲ 2.8 ) 2.8 ( 2.8 )

300人～ 20.3 ( ▲ 5.4 ) 79.7 ( 5.4 ) 12.2 ( 0.0 ) 0.0 ( ▲ 1.4 ) 5.4 ( ▲ 5.4 ) 8.1 ( 2.7 ) 6.8 ( 0.0 ) 4.1 ( 0.0 ) 1.4 ( 0.0 )

製 造 業 37.5 ( 12.5 ) 62.5 ( 12.5 ) 17.9 ( ▲ 0.9 ) 1.8 ( ▲ 1.8 ) 5.4 ( ▲ 6.2 ) 11.6 ( ▲ 0.9 ) 15.2 ( ▲ 9.8 ) 4.5 ( ▲ 0.9 ) 3.6 ( ▲ 1.8 )

建 設 業 14.8 ( 7.4 ) 85.2 ( ▲ 7.4 ) 3.7 ( 0.0 ) 0.0 ( 0.0 ) 0.0 ( 0.0 ) 3.7 ( 0.0 ) 3.7 ( 0.0 ) 0.0 ( 0.0 ) 3.7 ( 3.7 )

卸 小 売 10.5 ( ▲ 2.7 ) 89.5 ( 2.7 ) 7.9 ( 0.0 ) 0.0 ( 0.0 ) 0.0 ( 0.0 ) 5.3 ( 5.3 ) 0.0 ( 0.0 ) 0.0 ( 0.0 ) 0.0 ( 0.0 )

医 療 福 祉 8.2 ( 3.3 ) 91.8 ( ▲ 3.3 ) 1.6 ( 1.6 ) 3.3 ( 1.7 ) 0.0 ( 0.0 ) 0.0 ( 0.0 ) 0.0 ( 0.0 ) 0.0 ( 0.0 ) 4.9 ( 1.6 )

運 輸 18.8 ( ▲ 6.2 ) 81.3 ( 6.3 ) 12.5 ( 0.0 ) 0.0 ( 0.0 ) 0.0 ( ▲ 6.3 ) 0.0 ( ▲ 6.3 ) 6.3 ( 0.0 ) 0.0 ( 0.0 ) 0.0 ( 0.0 )

そ の 他 17.2 ( 2.3 ) 82.8 ( ▲ 2.3 ) 9.2 ( 2.3 ) 1.1 ( 1.1 ) 2.3 ( 0.0 ) 1.1 ( 0.0 ) 1.1 ( ▲ 1.2 ) 1.1 ( ▲ 1.2 ) 2.3 ( 1.2 )

その他

合　　　　計

 派遣・パートを 削減  採用を中止・ 削減 一時休業を実施 希望退職の募集

前年比

24年実績

雇用調整の有無（24年） 雇用調整を実施した事業所の具体的な内容（複数回答）

実施しなかった実施した 残業を抑制 休日を増やした

前年比前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

規
模
別

業
種
別

25年予定

雇用調整の有無（25年予定） 雇用調整を実施する事業所の具体的な内容（複数回答）

その他

前年比前年比前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

計画なし計画あり 希望退職の募集

合　　　　計

前年比

規
模
別

業
種
別

残業の抑制 休日を増やす  派遣・パートを削減  採用を中止・ 削減 一時休業を実施
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〔表５〕賃金調整の実施状況（平成２４年）

% % % % % % % %

26.7 ( 1.0 ) 73.3 ( ▲ 1.0 ) 8.8 ( 1.3 ) 5.6 ( ▲ 0.4 ) 2.9 ( ▲ 0.4 ) 12.9 ( ▲ 1.1 ) 7.0 ( ▲ 2.6 ) 1.5 ( 0.9 ) 3.5 ( 2.6 )

～49人 23.7 ( ▲ 0.8 ) 76.3 ( 0.8 ) 10.2 ( 0.8 ) 3.4 ( 1.5 ) 1.7 ( ▲ 0.2 ) 11.9 ( ▲ 1.3 ) 6.8 ( ▲ 0.7 ) 0.0 ( 0.0 ) 1.7 ( ▲ 0.2 )

50～99人 26.4 ( ▲ 9.4 ) 73.6 ( 9.4 ) 11.0 ( ▲ 3.8 ) 5.5 ( 0.6 ) 3.3 ( ▲ 1.6 ) 11.0 ( ▲ 3.8 ) 7.7 ( ▲ 5.9 ) 1.1 ( ▲ 0.1 ) 2.2 ( 1.0 )

100～199人 34.6 ( 9.9 ) 65.4 ( ▲ 9.9 ) 9.9 ( 2.8 ) 6.2 ( 3.8 ) 3.7 ( 1.3 ) 18.5 ( 0.9 ) 6.2 ( ▲ 3.2 ) 1.2 ( 1.2 ) 7.4 ( 6.2 )

200～299人 25.0 ( 6.6 ) 75.0 ( ▲ 6.6 ) 8.3 ( 8.3 ) 8.3 ( ▲ 7.5 ) 2.8 ( ▲ 2.5 ) 13.9 ( 11.3 ) 11.1 ( ▲ 2.1 ) 2.8 ( 0.2 ) 0.0 ( 0.0 )

300人～ 21.6 ( 1.1 ) 78.4 ( ▲ 1.1 ) 4.1 ( 1.5 ) 5.4 ( ▲ 3.6 ) 2.7 ( 0.1 ) 9.5 ( ▲ 5.9 ) 5.4 ( 0.3 ) 2.7 ( 2.7 ) 4.1 ( 4.1 )

製 造 業 40.2 ( 3.5 ) 59.8 ( ▲ 3.5 ) 15.2 ( 3.0 ) 11.6 ( ▲ 1.7 ) 7.1 ( 1.0 ) 18.8 ( ▲ 0.6 ) 14.3 ( ▲ 4.1 ) 2.7 ( 0.7 ) 6.3 ( 6.3 )

建 設 業 29.6 ( 2.3 ) 70.4 ( ▲ 2.3 ) 11.1 ( 2.0 ) 0.0 ( 0.0 ) 0.0 ( 0.0 ) 14.8 ( ▲ 3.4 ) 11.1 ( 6.6 ) 0.0 ( 0.0 ) 0.0 ( 0.0 )

卸 小 売 10.5 ( ▲ 4.1 ) 89.5 ( 4.1 ) 0.0 ( ▲ 4.2 ) 0.0 ( ▲ 2.1 ) 0.0 ( ▲ 2.1 ) 7.9 ( ▲ 0.4 ) 0.0 ( ▲ 6.3 ) 0.0 ( 0.0 ) 2.6 ( 2.6 )

医 療 福 祉 16.4 ( 2.3 ) 83.6 ( ▲ 2.3 ) 0.0 ( ▲ 4.2 ) 4.9 ( 2.1 ) 0.0 ( 0.0 ) 3.3 ( 0.5 ) 3.3 ( 0.5 ) 1.6 ( 1.6 ) 4.9 ( 2.1 )

運 輸 25.0 ( ▲ 15.0 ) 75.0 ( 15.0 ) 12.5 ( 4.5 ) 6.3 ( 2.3 ) 6.3 ( 2.3 ) 18.8 ( ▲ 5.2 ) 6.3 ( ▲ 9.7 ) 0.0 ( 0.0 ) 0.0 ( ▲ 4.0 )

そ の 他 23.0 ( ▲ 0.9 ) 77.0 ( 0.9 ) 9.2 ( 3.6 ) 2.3 ( ▲ 1.9 ) 1.1 ( ▲ 3.1 ) 12.6 ( ▲ 4.3 ) 2.3 ( ▲ 3.3 ) 1.1 ( 1.1 ) 1.1 ( 1.1 )

〔表６〕賃金調整の実施状況（平成２５年予定）

% % % % % % % % %

15.5 ( ▲ 11.2 ) 84.5 ( 11.2 ) 7.6 ( ▲ 1.2 ) 2.3 ( ▲ 3.3 ) 1.2 ( ▲ 1.7 ) 7.3 ( ▲ 5.6 ) 3.8 ( ▲ 3.2 ) 1.2 ( ▲ 0.3 ) 2.3 ( ▲ 1.2 )

～49人 13.6 ( ▲ 10.1 ) 86.4 ( 10.1 ) 8.5 ( ▲ 1.7 ) 0.0 ( ▲ 3.4 ) 0.0 ( ▲ 1.7 ) 6.8 ( ▲ 5.1 ) 0.0 ( ▲ 6.8 ) 0.0 ( 0.0 ) 1.7 ( 0.0 )

50～99人 17.6 ( ▲ 8.8 ) 82.4 ( 8.8 ) 9.9 ( ▲ 1.1 ) 1.1 ( ▲ 4.4 ) 0.0 ( ▲ 3.3 ) 6.6 ( ▲ 4.4 ) 6.6 ( ▲ 1.1 ) 1.1 ( 0.0 ) 3.3 ( 1.1 )

100～199人 18.5 ( ▲ 16.1 ) 81.5 ( 16.1 ) 4.9 ( ▲ 5.0 ) 1.2 ( ▲ 5.0 ) 1.2 ( ▲ 2.5 ) 11.1 ( ▲ 7.4 ) 2.5 ( ▲ 3.7 ) 1.2 ( 0.0 ) 3.7 ( ▲ 3.7 )

200～299人 13.9 ( ▲ 11.1 ) 86.1 ( 11.1 ) 8.3 ( 0.0 ) 2.8 ( ▲ 5.5 ) 2.8 ( 0.0 ) 8.3 ( ▲ 5.6 ) 2.8 ( ▲ 8.3 ) 2.8 ( 0.0 ) 2.8 ( 2.8 )

300人～ 12.2 ( ▲ 9.4 ) 87.8 ( 9.4 ) 6.8 ( 2.7 ) 6.8 ( 1.4 ) 2.7 ( 0.0 ) 4.1 ( ▲ 5.4 ) 5.4 ( 0.0 ) 1.4 ( ▲ 1.3 ) 0.0 ( ▲ 4.1 )

製 造 業 28.6 ( ▲ 11.6 ) 71.4 ( 11.6 ) 11.6 ( ▲ 3.6 ) 6.3 ( ▲ 5.3 ) 3.6 ( ▲ 3.5 ) 12.5 ( ▲ 6.3 ) 8.9 ( ▲ 5.4 ) 3.6 ( 0.9 ) 6.3 ( 0.0 )

建 設 業 18.5 ( ▲ 11.1 ) 81.5 ( 11.1 ) 18.5 ( 7.4 ) 0.0 ( 0.0 ) 0.0 ( 0.0 ) 7.4 ( ▲ 7.4 ) 3.7 ( ▲ 7.4 ) 0.0 ( 0.0 ) 0.0 ( 0.0 )

卸 小 売 2.6 ( ▲ 7.9 ) 97.4 ( 7.9 ) 2.6 ( 2.6 ) 0.0 ( 0.0 ) 0.0 ( 0.0 ) 0.0 ( ▲ 7.9 ) 0.0 ( 0.0 ) 0.0 ( 0.0 ) 0.0 ( ▲ 2.6 )

医 療 福 祉 6.6 ( ▲ 9.8 ) 93.4 ( 9.8 ) 0.0 ( 0.0 ) 1.6 ( ▲ 3.3 ) 0.0 ( 0.0 ) 3.3 ( 0.0 ) 1.6 ( ▲ 1.7 ) 0.0 ( ▲ 1.6 ) 1.6 ( ▲ 3.3 )

運 輸 6.3 ( ▲ 18.7 ) 93.8 ( 18.8 ) 6.3 ( ▲ 6.2 ) 0.0 ( ▲ 6.3 ) 0.0 ( ▲ 6.3 ) 6.3 ( ▲ 12.5 ) 0.0 ( ▲ 6.3 ) 0.0 ( 0.0 ) 0.0 ( 0.0 )

そ の 他 11.5 ( ▲ 11.5 ) 88.5 ( 11.5 ) 6.9 ( ▲ 2.3 ) 0.0 ( ▲ 2.3 ) 0.0 ( ▲ 1.1 ) 6.9 ( ▲ 5.7 ) 1.1 ( ▲ 1.2 ) 0.0 ( ▲ 1.1 ) 0.0 ( ▲ 1.1 )

前年比

実施しなかった実施した 昇給等の抑制
 管理職の賃金
 減額

 一般職員の賃金
 を減額

賞与等の減額 役員報酬の減額
 福利厚生費の
 削減

合　　　　計

24年実績

賃金調整の有無（24年） 賃金調整の具体的な内容

その他

前年比前年比前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

規
模
別

業
種
別

25年予定

賃金調整の有無（25年予定） 賃金調整の具体的な内容

その他

前年比前年比前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

計画なし

前年比

役員報酬の減額
 福利厚生費の
 削減

規
模
別

業
種
別

合　　　　計

計画あり 昇給等の抑制
 管理職の賃金
 減額

 一般職員の賃金
 を減額

賞与等の減額
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〔表７〕雇用調整や賃金調整を行った（行う）背景にはある影響

12 25 38 2 33 34 40 60

～49人 1 1 1 1 8 10 7 7

50～99人 6 5 9 1 9 15 13 15

100～199人 2 9 16 0 10 8 12 16

200～299人 1 3 3 0 4 0 1 6

300人～ 2 7 9 0 2 1 7 16

製 造 業 5 24 34 1 17 7 28 15

建 設 業 1 0 0 0 0 16 4 1

卸 小 売 1 0 0 0 3 1 2 8

医 療 福 祉 1 0 0 0 0 0 0 14

運 輸 1 0 0 1 3 1 4 3

そ の 他 3 1 4 0 10 9 2 19

（参考）前年調査

21 22 39 18 72 28 42

～49人 2 0 2 4 11 5 7

50～99人 8 3 8 2 21 13 10

100～199人 7 7 12 9 18 3 12

200～299人 2 5 7 0 5 1 3

300人～ 2 7 10 3 17 6 10

製 造 業 8 20 35 13 32 8 9

建 設 業 3 0 0 3 2 13 0

卸 小 売 2 0 0 0 13 1 7

医 療 福 祉 1 0 1 0 1 1 15

運 輸 5 2 1 1 11 1 0

そ の 他 2 0 2 1 13 4 11

 海外需要の減速
（輸出の減少）

 円高等による海
外への生産ｼﾌﾄ

 電力制限による
生産調整

25年1月調査

雇用調整や賃金調整を行った（行う）背景にはある影響

件 件 件 件 件 件 件 件

その他
（ 震災による）国内
消費・市場の低迷

公共事業の減少
関連企業再編に
伴う受注減少

原材料・資材の高
騰・調達難

 電力制限による
生産調整

（ 震災による）国内
消費・市場の低迷

公共事業の減少

合　　　　計

規
模
別

業
種
別

調 査 計

規
模
別

業
種
別

その他

件 件 件 件 件 件 件

24年1月調査

雇 用 調 整 や 賃 金 調 整 を 行 っ た （ 行 う ） 背 景 に は あ る 影 響

原材料・資材の高
騰・調達難

 海外需要の減速
（輸出の減少）

 円高等による海
外への生産ｼﾌﾄ
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〔表８〕パート労働者の賃金決定において重視する要素

% % % % % % % %

20.8 ( ▲ 1.1 ) 40.8 ( ▲ 0.9 ) 6.2 ( 2.0 ) 33.1 ( 1.3 ) 31.7 ( ▲ 3.1 ) 29.3 ( 4.4 ) 28.7 ( 0.2 ) 12.0 ( 2.1 )

～49人 27.1 ( 0.7 ) 30.5 ( 2.2 ) 8.5 ( 1.0 ) 33.9 ( 1.8 ) 32.2 ( 3.9 ) 23.7 ( 1.1 ) 15.3 ( 0.2 ) 13.6 ( ▲ 10.9 )

50～99人 24.2 ( ▲ 0.8 ) 41.8 ( 6.8 ) 7.7 ( 2.7 ) 33.0 ( 3.0 ) 30.8 ( ▲ 14.2 ) 29.7 ( 10.9 ) 25.3 ( ▲ 6.0 ) 13.2 ( 0.7 )

100～199人 16.0 ( ▲ 2.8 ) 42.0 ( ▲ 1.5 ) 6.2 ( 3.8 ) 30.9 ( ▲ 2.0 ) 37.0 ( 4.1 ) 29.6 ( ▲ 6.9 ) 32.1 ( ▲ 2.0 ) 8.6 ( 2.7 )

200～299人 16.7 ( 8.8 ) 38.9 ( ▲ 21.6 ) 2.8 ( 0.2 ) 44.4 ( 7.6 ) 33.3 ( 9.6 ) 36.1 ( 9.8 ) 38.9 ( 2.1 ) 5.6 ( 0.3 )

300人～ 18.9 ( ▲ 7.1 ) 47.3 ( 0.5 ) 4.1 ( 0.2 ) 29.7 ( ▲ 0.2 ) 25.7 ( ▲ 10.7 ) 29.7 ( 10.2 ) 35.1 ( 10.4 ) 16.2 ( 12.3 )

製 造 業 25.9 ( 3.5 ) 42.9 ( ▲ 5.1 ) 7.1 ( 1.0 ) 20.5 ( 5.2 ) 32.1 ( ▲ 8.7 ) 30.4 ( 11.0 ) 38.4 ( 1.7 ) 14.3 ( 1.0 )

建 設 業 7.4 ( ▲ 6.9 ) 22.2 ( 3.2 ) 3.7 ( ▲ 1.1 ) 48.1 ( 19.5 ) 29.6 ( ▲ 8.5 ) 14.8 ( ▲ 4.2 ) 0.0 ( ▲ 9.5 ) 37.0 ( ▲ 1.1 )

卸 小 売 34.2 ( 5.0 ) 50.0 ( 0.0 ) 5.3 ( 3.2 ) 23.7 ( 7.0 ) 42.1 ( 0.4 ) 21.1 ( 4.4 ) 39.5 ( 6.2 ) 7.9 ( 1.6 )

医 療 福 祉 11.5 ( 1.5 ) 36.1 ( ▲ 2.5 ) 4.9 ( 2.0 ) 67.2 ( ▲ 2.8 ) 21.3 ( ▲ 1.6 ) 32.8 ( 2.8 ) 14.8 ( 3.4 ) 4.9 ( ▲ 0.8 )

運 輸 18.8 ( ▲ 9.2 ) 62.5 ( 6.5 ) 0.0 ( 0.0 ) 18.8 ( 10.8 ) 25.0 ( 17.0 ) 50.0 ( 26.0 ) 25.0 ( ▲ 19.0 ) 6.3 ( ▲ 1.7 )

そ の 他 19.5 ( ▲ 8.7 ) 39.1 ( 6.7 ) 8.0 ( 2.4 ) 27.6 ( ▲ 9.0 ) 35.6 ( ▲ 6.7 ) 29.9 ( ▲ 5.3 ) 31.0 ( 0.0 ) 9.2 ( 5.0 )

業
種
別

調 査 計

規
模
別

前年比 前年比

25年1月調査

前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

  本人の業績や
  成果

類似社員の賃金 最低賃金額
  非正規社員は
  いない

賃 金 決 定 で 重 視 す る 要 素

企業の業績
  世間や同業者
  相場

年齢や家族状況 資格や技能等

 

 


